
 

令和 8年 8月千葉豪雨等による 

千葉市被災者住宅建築資金利子補給金交付要綱 

 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、令和８年８月千葉豪雨及び令和８年台風第２５号（以下「豪雨等」と

いう。）により、住宅に損害を被った者（以下「被災者」という。）の住宅復興を促進する

ため、被災者又はその親族（以下「被災者等」という。）が金融機関から住宅復興のため

の資金を借り入れた場合において、その者に対し、予算の範囲内において、千葉市補助金

等交付規則（昭和６０年千葉市規則第８号。（以下「規則」という。））に基づき、その利

子の一部を補助することについて必要な事項を定めるものとする。 

 

（定義） 

第２条 この要綱において「金融機関」とは、銀行法第２条で定める「銀行」、協同組織金

融機関の優先出資に関する法律第２条で定める「協同組織金融機関」、政府系金融機関、

住宅金融支援機構と提携し住宅ローンを販売している保険会社・モーゲージバンク等を

いう。 

 

（利子補給を受けることができる者） 

第３条 この要綱により利子補給を受けることができる者は、次の各号のすべてに該当す

る被災者等で個人に限るものとする。 

（１）罹災していることの証明を市から受けた住宅（以下「被災住宅」という。）を自己又は

親族が所有する者で豪雨等の被災時に自己又は親族が当該被災住宅に居住していた者 

（２）被災住宅に代わる住宅の建設若しくは購入を市内で行う者又は市内の被災住宅の補修

を行う者 

（３）被災者住宅建築資金について、令和８年８月１３日以降に金銭消費貸借契約を金融機関

と締結し、令和９年３月３１日までに融資の実行を受けた者 

（４）利子補給を受けようとする融資について、同様の利子補給を他から受けていない者及び

他から受けようとしていない者 

 

（利子補給対象限度額） 

第４条 利子補給対象限度額は１０万円以上５００万円以下とする。 

 

（利子補給期間） 

第５条 利子補給期間は、当該借入金に係る利子の支払い開始日から５年以内とする。ただ

し、無利子期間又は利子支払いの猶予期間等がある場合には、当該期間を含む。 

（利子補給の額等） 



 

第６条 利子補給の額は、利子補給対象限度額の返済について月単位で算定した借入れ額

の残金に対し、利子補給率（年利２．０％）に相当する金額とする。ただし、利子補給の

対象となる支払い利子が利子補給率に相当する額を下回った場合は、支払った利子の額

とする。また、１円未満の端数が生じた場合はこれを切り捨てるものとする。 

 

２ 利子補給期間内に金融機関からの借入利率が変動したときは、変動後の借入利率によ

り算出した利子の額に相当する額を補給する。ただし、延滞した返済分については、返済

すべき月の借入利率を適用する。 

 

３ 利子補給金は、毎年１月１日から１２月３１日までの期間につき被災者等が当該期間

内に金融機関に返済を行った場合において補給するものとする。ただし、延滞により発生

した利子及び損害金を除く。 

 

４ 利子補給期間後に支払った利子については利子補給を行わない。ただし、利子の支払い

開始日から５年目に応答する日が金融機関の休業日に当たり、返済日が翌営業日となる

場合はこれを除く。 

 

（申込み） 

第７条 利子補給金の交付を受けようとする者（以下「申込者」という。）は、金融機関

に融資の申込みを行った日から原則として１ヶ月以内に、令和８年８月千葉豪雨等によ

る千葉市被災者住宅建築資金利子補給申込書（様式第１号）に次の各号に掲げる書類を

添えて市長に提出しなければならない。 

（１）被災した住宅の居住者の住民票の写し（ただし、千葉市内に居住する者は、個人情報確

認同意書（様式第２号）を提出することにより省略することができる。） 

（２）申込者と被災した住宅の所有者及び居住者の親族関係のわかる書類（戸籍全部事項証明

書等。ただし、前号により親族関係が明らかであれば、省略することができる。また、千

葉市内に本籍地を有する者は、個人情報確認同意書（様式第２号）を提出することにより

省略することができる。） 

（３）地方公共団体の発行する罹災証明書 

（４）被災した住宅の登記事項証明書 

（５）被災した住宅に代わる住宅の新築若しくは購入又は被災した住宅の補修に係る見積書 

（６）個人情報の第三者提供に関する同意書（様式第３号） 

（７）その他、市長が必要と認める書類 

 

２ 市長は、前項に規定する申込書の提出があったときは、その内容について審査し、利子

補給の予定者を決定したときは、令和８年８月千葉豪雨等による千葉市被災者住宅建築

資金利子補給予定者決定通知書（様式第４号）により申込者に対し、すみやかに通知する



 

ものとする。 

 

３ 同条に規定する申込時に、すでに融資の実行を受けており、利子補給を受けることがで

きる者と確認できる場合は、申込みにおいて必要となる書類を添えて、次条に規定する報

告を行うことができる。 

 

（融資状況等の報告、登録） 

第８条 前条第２項の規定により通知を受けた利子補給予定者は、金融機関と金銭消費貸

借契約を締結し、融資が実行されたときは、市長に対してすみやかに次の各号に掲げる書

類を提出しなければならない。 

（１）令和８年８月千葉豪雨等による千葉市被災者住宅建築資金利子補給に係る融資実行

報告書（様式第５号）                          

（２）金銭消費貸借契約書の写し及び融資機関の発行する償還予定表（返済明細表・返済予

定表の写し等で、融資実行日、融資金額、融資利率、返済期間、返済方法、元金据置期

間、償還開始日及び償還日ごとに返済すべき元金・利息の額が確認できる書類） 

 

２ 市長は、前項の報告を受けたときは、その内容を審査し、補助金を交付することが適

当と認めたときは、利子補給することを決定した者（以下「利子補給対象者」とい

う。）に令和８年８月千葉豪雨等による千葉市被災者住宅建築資金利子補給決定通知書

（様式第４号の２）により、通知するものとする。 

 

３ 市長は、第１項の報告があったときは、利子補給対象者について、令和８年８月千葉豪

雨等による千葉市被災者住宅建築資金利子補給対象者登録台帳（様式第６号）に登録する

ものとする。 

 

（交付申請及び実績報告） 

第９条 利子補給対象者は、１月１日から１２月３１日までの期間に支払った利子につい

て、翌年の１月２０日までに令和８年８月千葉豪雨等による千葉市被災者住宅建築資金

利子補給金交付申請書（様式第７号）に金融機関の発行する支払利息証明書（金融機関が

証明した令和８年８月千葉豪雨等による千葉市被災者住宅建築資金利子補給に係る支払

利息額証明書（様式第８号）を提出することにより省略することができる。）を添えて市

長に提出しなければならない。また、令和 8 年度に交付申請及び実績報告をしていない

令和８年の８月１３日から１２月３１日までの期間に支払った利子について、令和９年

の１月１日から１２月３１日までの期間に支払った利子と併せて令和１０年１月２０日

までに必要書類を添えて市長に提出することができるものとする。 

 

（交付決定等） 



 

第１０条 市長は、前条に基づく申請書を受け付けた場合は、その内容について審査し、内

容が適正であると認めたときは、利子補給金の交付を決定し、その額を確定した後に、そ

の旨を令和８年８月千葉豪雨等による千葉市被災者住宅建築資金利子補給金交付決定通

知書及び交付額の確定通知書（様式第９号）により、すみやかに申請者に通知するものと

する。 

 

２ 市長は、利子補給金を交付しないことを決定したときは、その旨を令和８年８月千葉豪

雨等による千葉市被災者住宅建築資金利子補給金不交付決定通知書（様式第１０号）によ

り、すみやかに申請者に通知するものとする。  

 

（変更申請等） 

第１１条 前条の規定により利子補給金の交付が決定した者は、申請の内容に変更が生じ

たとき又は利子補給金の交付を受けることを中止するときは、変更の内容を証する書類

を添付して、市長に対してすみやかに令和８年８月千葉豪雨等による千葉市被災者住宅

建築資金利子補給金交付（変更・中止）申請書（様式第１１号）を提出し、市長の承認を

受けなければならない。ただし、軽微な変更を除く。 

 

（変更交付決定等） 

第１２条 市長は、前条の規定による（変更・中止）申請書を受け付けた場合は、その内容

について審査し、交付の変更・中止について、すみやかに決定を行うものとする。 

 

２ 市長は、利子補給金の交付の変更又は中止を決定したときは、その旨を令和８年８月千

葉豪雨等による千葉市被災者住宅建築資金利子補給金交付（変更・中止）決定通知書（様

式第１２号）により、すみやかに申請者に通知するものとする。 

 

（交付請求、交付） 

第１３条 第１０条の規定による通知を受けた者は、令和８年８月千葉豪雨等による千葉

市被災者住宅建築資金利子補給金交付請求書（様式第 1３号）を市長に提出しなければな

らない。 

 

２ 市長は、前項の規定による請求書を受け付けたときは、その内容を確認し、すみやかに

利子補給金を交付するものとする。 

 

（利子補給の決定の取消し） 

第１４条 市長は、利子補給対象者が、次の各号の一に該当した場合は、利子補給すること

の決定を取り消すことができる。 

（１）金融機関から借入金の繰上げ償還を請求された場合 



 

（２）その他、この要綱又はこの要綱に基づく命令に違反したとき、若しくは、当該借入 

金をその目的に反して使用した場合 

 

２ 前項の規定により、利子補給することの決定を取り消す場合は、市長は、利子補給対象

者に対し、令和８年８月千葉豪雨等による千葉市被災者住宅建築資金利子補給決定の取

消し通知書（様式第１４号）により通知するものとする。 

 

（交付の取り消し） 

第１５条 市長は、利子補給金の交付の決定を受けた者が、この要綱又はこの要綱に基づく

命令に違反したとき、若しくは、当該借入金をその目的に反して使用したときは、交付を

決定した利子補給金の全部又は一部を交付しないことができる。 

 

２ 前項の規定により、利子補給金の全部又は一部を交付しない場合は、市長は、利子補給

金の交付の決定を受けた者に対し、令和８年８月千葉豪雨等による千葉市被災者住宅建

築資金利子補給金交付決定（全部・一部）取消決定通知書（様式第１５号）により通知す

るものとする。 

 

（返還命令） 

第１６条 市長は、第１４条及び前条の規定により利子補給の決定を取り消した場合又は

利子補給金の全部又は一部を交付しない場合は、すでに交付した利子補給金の全部又は

一部の返還を命ずることができる。 

２ 前項の規定により、利子補給金の全部又は一部の返還を命ずる場合は、市長は、利子補

給対象者に対し、令和８年８月千葉豪雨等による千葉市被災者住宅建築資金利子補給金

（全部・一部）返還命令書（様式第１６号）により返還額、返還期限を明らかにし、通知

するものとする。 

 

（報告及び調査） 

第１７条 市長は、利子補給金の交付に関し、必要があると認めるときは、利子補給金の交

付の決定を受けた者に対し、報告を求め、当該利子補給金に係る資料、書類及び物件等に

ついて調査をすることができる。 

 

（その他） 

第１８条 本要綱に定めるもののほか、千葉市被災者住宅建築資金利子補給に関し必要な

事項は別に定める。 

 

 

附 則 



 

１ この要綱は、令和８年１０月３０日から施行し、令和８年度分の予算に係る補給金から

適用する。 

２ この要綱の施行日前に融資の申し込みを行った場合には、第７条の規定にかかわらず、

この要綱の施行日から原則として１ヶ月以内に、令和８年８月千葉豪雨等による千葉市被

災者住宅建築資金利子補給申込書を市長に提出しなければならない。 


